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「社会実装を目指した
Early Stageからの新しい取り組み」

第28回ＩＰＳＮ Web講演会開催報告

（2023年10月31日～11月30日 Web限定公開）
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講演会開会挨拶
弊社代表取締役社長 秋元浩

皆さん、こんにちは、ＩＰＳＮの秋元でございます。本日は弊社第２8回ＩＰ
ＳＮ講演会にご参加頂き、誠に有難うございます。

人生100年時代と言われ、健康への意識はかつてないほど高まっており、
これまで以上にライフサイエンス分野が期待されています。

■講演者（敬称略）■■■
◆アカデミア向け知財支援の最前線

鷲﨑 亮 （（独） 工業所有権情報・研修館（INPIT） 知財戦略部長）

◆アカデミア発シーズの社会実装を見据えた出願戦略

  渡邉 伸一 （WNW特許事務所 代表パートナー弁理士）

◆産学官で達成するイノベーションシステム －米国の事例と今後の我が国への期待－ 

    堀野 功 （ （株）株式会社NTTデータ経営研究所 先端技術戦略ユニット

                                             MOTグループグループ長・アソシエイトパートナー）

◆研究成果を社会実装するための方法

  栗原 哲也（ NLSパートナーズ（株） パートナー）  

◆上記講演者によるパネルディスカッション （モデレータ 秋元浩）

このような状況下、研究開発を左右する最も大切なEarly Stageにおいて、アカデミアやベンチャー
がどの様にしたら効率的に社会実装を目指すことができるのかについて、海外の相違点をも含めて、
官のお立場から（独）工業所有権情報研修館（INPIT）の鷲﨑先生に、学のお立場からWNW特許事
務所の渡邉先生に、産のお立場からNTTデータ経営研究所の堀野先生に、また、キャピタリストのお
立場からＮLSパートナーズの栗原先生に、それぞれのお立場からお話を伺うことと致しました。
なお、今回、初の試みとしてパネルディスカッションも企画致しましたので、併せて、ご拝聴の程、よろ

しくお願い申し上げます。
それぞれの先生方からは、実地に即した興味深いお話が伺えると思いますので、本日の講演会を皆

様方のご活動のお役に立てて頂ければと存じます。
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◆
鷲﨑 亮 

（独） 工業所有権情報・研修館（INPIT）知財戦略部長

アカデミア向け知財支援の最前線

ただ今ご紹介にあずかりました。INPIT知財戦略部
の鷲崎でございます。本日はアカデミア向け知財支
援の最前線というタイトルでご紹介させて頂きます。
まずINPITを、ご存じない方がいらっしゃると思います
ので、簡単にINPITのご紹介をさせて頂きます。
INPITは経産省特許庁所管の独立行政法人であり、
正式名称は「工業所有権情報・研修館」といいます
が、漢字で覚えて頂くのは大変ですので、「INPIT（イ
ンピット）」と覚えて頂ければ幸いです。職員数は、約
100名規模であり、独立行政法人としては規模が小さ
いですが、知的財産に関する各種支援を専門的に
行っています。

最近、知財の世界では、IPランドスケープや知財経
営など、事業や経営戦略に関わる話が多くなってお
り、特許や知財の話だけをされている方は少なくなっ
ていると感じています。こうした状況を私なりに整理し
てみますと、特許、商標、意匠等、知的財産権を権
利化するためには費用がかかります。特に海外での
権利化を見据えると、非常に高額になってきます。さ
らに人的リソースもかなり必要になってきます。そして
それらの費用やリソースに対して、知財の価値が十
分見えにくい状況なのではないかと感じます。現在
の流れはそうした状況を踏まえて、特許や知財権を
何のために取るのかという点を改めて整理して、事
業、経営とリンクさせて考えることが大事であると見直
されてきた流れだと理解しています。

この流れは、企業だけでなく、アカデミア側でも当
然起こり得る流れです。例えば知財部だけで、予算
と格闘しながら限られたリソースの中で権利化だけを
考えて進めると、閉じた世界だけの検討になり、苦労
して取得した特許等も結局未活用のまま放棄する事

態も生じ得ます。実際にアカデミアでは、知財以外
でも色々な課題がある状況です。大学と民間企業と
の共同研究費は、約8割が年間で300万円未満とい
う状況で、契約締結までの調整コスト等を考慮すると
現状やればやるほど組織が疲弊する状況になって
います。最近では組織対組織の大型共同研究が増
加傾向にありますが、それでもまだまだ大きなボ
リュームゾーンは300万円未満が全体の34.1％、100
万円未満が24.6％、0円が22.5％という状況です。

そして、知財の問題に立ち返ると、共同研究の成
果である知財の扱いについて、いわゆる不実施補償
の問題も、過去15年以上議論されていますが未だに
色褪せない問題だと考えています。この問題には特
許法第73条が大きく関連しますが、ご参考までに条
文中の重要な部分を抜粋します。第1項は「特許権
が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同
意を得なければ、その持分が譲渡できない。」そして、
第3項は、「特許権が共有に係るときは、各共有者は、
他の共有者の同意を得なければ、通常実施権を許
諾することができない。」とあります。これは共有特許
の死蔵化の問題であり、共有相手の企業が事業化
を諦めているのが明らかな場合であっても、その企
業が他に譲渡あるいは、許諾に同意しないと、共有
の特許権をライセンスできません。他方、第2項では
「特許権が共有に係るときは、各共有者は、他の共
有者の同意を得ないでその特許発明の実施をする
ことができる。」とされています。つまり、企業は共有
特許を活用して自由に製品を製造販売できるのに
対し、大学は自ら事業を実施する主体ではないので、
共有特許をマネタイズすることができません。この不
実施補償もなかなか解決の見えない問題です。
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また昨今をめぐる状況としては、スタートアップ創出

という機運が高まってきています。経産省の調査結

果では、2022年時点でおよそ3700社の大学発ベン

チャーが存在しています。そのおよそ半分が研究成

果を活用したベンチャー、いわゆるディープテック系

ベンチャーになります。また、一方で昨今の特徴とし

ては、学生発ベンチャーが増加している状況です。

こうした状況下で、アカデミアの知財は先程挙げたよ

うな共同研究の規模の問題や不実施補償の問題が

ある中で、増加の機運が高まるスタートアップに対し

て知財面でどう支援して行くか、あるいは現場として

どう乗り切っていくか、状況としては複雑化していると

いうのが現在の私たちの認識です。

一方で、日本を取り巻く状況は依然厳しいものに

なっています。日本と米国の産学連携の状況を比較

すると、例えば特許出願新規ライセンス件数は日本

と米国で約2倍位しか差がないのに対し、ライセンス

収入は53倍の差があります。これは、ただ大学の収

入が少ないというだけでなく、米国と比べて日本の大

学の知が製品やサービスとして社会に貢献できてい

ないことを意味します。アカデミアの方に「知財」、「研

究開発」と並んで「事業」が重要である点をご説明し

ても、「うちは事業をやってない」と必ず言われてしま

います。しかし、知財の役割は、冒頭から申している

とおり、事業、ビジネスがあってこそのものです。そし

て、事業を後押しするために研究開発を行い、容易

に他社が真似できない技術を使ったビジネスを知財

で守るという流れが重要です。大学は事業を行う主

体ではないため、どうしても「研究」と「知財」だけに目

がいきがちですが、それでは先に挙げたような課題

を乗り越えることが難しく、今後は事業にも目を向け

るように考え方をシフトして頂くのが良いと考えていま

す。

大学発スタートアップの話になりますが、経産省が

資金提供以外で効果のある支援のアンケート調査を

行った結果、回答の多かったのが、施設と設備利用

に関する支援、ビジネスプランに関する助言、そして

次に特許戦略へのアドバイス等でした。また、海外事

業展開に関する支援は、10社に1社程度が支援を受

けています。今後は、世界でシェアを取っていくよう

な、大規模な成長を果たすスタートアップを創出して

いくことが重要なことだと考えています。そのために、

ビジネスプランに関する助言だけでなく、海外事業に

関する支援についても手厚く行い、最初から海外

マーケットを見て行くような野心的なベンチャーが

もっと日本から生まれていく、そうした環境を作ってい

くことが大事であると個人的に思っています。

次にINPITがアカデミア関係で行なっている支援に

ついて簡単にご紹介させて頂きます。まず、1点目は

産学連携・スタートアップアドバイザー事業であり、ア

ドバイザーの方が大学の中に入り込み、各種知財支

援を行っています。今年度の状況は、全国19プロ

ジェクトを支援しており、その内9プロジェクトはスター

トアップがパートナー企業になっている状況です。同

事業の中では産学連携・スタートアップ相談窓口も

開設しており、無料でご相談頂けますので、大学ある

いは大学発スタートアップの皆様は、ぜひお気軽に

ご相談ください。

また、2つ目、先程のアドバイザー事業とは別に、今

年度から、特許庁の知財戦略デザイナー派遣事業

がINPITに移管されています。こちらはデザイナーと

呼ばれる専門人材を大学に派遣することで、研究成

果の発明発掘から出口戦略の構築、スタートアップ

の創出に対する支援など諸々の支援を行う事業で

す。今年度の支援大学数は、25大学になります。先

程申したような発明発掘やスタートアップ支援などを

中心に各種支援を行っている状況です。

3つ目は、知的財産プロデューサー派遣事業です。

こちらも大学に常駐する形で、多数の関係者が関与

する国のプロジェクトに関して知財合意書の調整や、

生まれてくる知財と、各機関がそれぞれ持っている

知財の交通整理など、非常に複雑、多岐にわたる調

整をさせて頂いています。

また4つ目は大学に特化したものではありませんが、

大学の方からもご応募頂いているIPランドスケープ支

援事業も実施しています。これは特許マップに市場、

ビジネスに関する情報を加味にすることで複合的な

分析を行い、解決策の提案を行なっていく支援事業

です。支援件数も増えてきましたので、そうした経験

に基づく知見もINPITにもかなり蓄積されています。

今後そうした情報を適宜報告書等で公表できるよう

現在検討しているところです。

最後となりますが、知財に関して困ったらINPITに

第28回 IPSN WEB講演会 社会実装を目指したEarly Stageからの新しい取り組み
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【略 歴】鷲﨑 亮（わしざき りょう）

（独）工業所有権情報・研修館 知財活用支援センター 知財戦略部長

「2004年に特許庁に入庁。特許審査・審判業務に従事しつつ、文部科学省（大学技術移転推進室；当時）、

スタンフォード大学客員研究員、産業技術総合研究所（知財・標準化企画室；当時）を経てイノベーション
創出支援に携わり、2023年4月より現職。」

以上

来て頂ければ幸いです。INPITは現在三つの柱で事

業を運営しており、一つは J-PlatPat（https://www.j-

platpat.inpit.go.jp/s0000/ja）に始まる情報提供、そ

して先程申した知財相談に関する事業、そして最後

が第3の柱として人材育成です。全国47都道府県に

知財総合支援窓口（https://www.inpit.go.jp/consul

/chizaimadoguchi/index.html）があり、一番身近な相

談員としてご活用頂ければ幸いです。人材育成とし

ては、IPePlat（https://www.inpit.go.jp/jinzai/ipeplat

/index.html）と呼ばれるeラーニングコンテンツも無料

でご紹介しています。こちらも色々な分野のコンテン

ツを100以上揃えておりますので、是非ご利用下さい。

以上、INPITとしての話題提供を終わらせて頂きます。

ご清聴ありがとうございました。

◆ アカデミア発シーズの社会実装を見据えた出願戦略
渡邉 伸一

WNW特許事務所 代表パートナー弁理士

皆さんこんにちはWNW特許事務所弁理士の渡辺

伸一と申します。私からはアカデミア発シーズの社

会実装を見据えた出願戦略と題してお話しさせて

頂きたいと思います。まずはじめ簡単な自己紹介で

すが2003年に弁理士登録致しまして、今年でちょう

ど20年目になります。2019年に特許庁委託事業の

知財戦略デザイナーに採用して頂きまして大学の

発明発掘が出願戦略の策定に関わらせて頂いて

おります。知財戦略デザイナー派遣事業は、主に

大学のURAの方々と我々デザイナーとが協力して

発明発掘とその後の出願戦略活用戦略をデザイン

し、社会実装を図るというものです。

ではここから徐々に本題に入って参りたいと思い

ます。皆様ご承知の通り今年のノーベル生理学医

学賞はmRNAワクチンの基礎となる発見を行った

Katalin KarikoさんとDrew Weissmanさんに送られま

した。このmRNAワクチンは正に大学の技術を社会

実装した成果といえるかと思います。mRNAワクチン

の基本特許はペンシルバニア大学が保有しており

まして、モデルナとファイザー、ビオンテックにライセ

ンスされて上市されているという状況です。その結

果、2021年以降ペンシルバニア大学は毎年日本円

で約400億円相当の収入を得ているということです。

これはまさに大学の研究成果の社会実装の成功例

と言えると思います。

このように大学の研究成果の社会実装は、世の中

第28回 IPSN WEB講演会 社会実装を目指したEarly Stageからの新しい取り組み
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を変革しまた大きな経済的利益をもたらすポテン

シャルを有しています。2023年3月に知的財産戦略

本部から公表された 大学知財ガバナンスガイドライ

ンから引用すると、

・日本が熾烈なグローバル競争に勝ち残るには、大

学の研究成果をスタートアップや既存企業が機動

的かつスピーディーに事業化につなげていくことが

不可欠であり、そのためには大学を中心とするエコ

システムの形成が必要である。

・知的財産はエコシステムに対して大学が提供する

重要なリソースの一つである。大学の研究成果が知

財となりそれをスタートアップや既存企業が社会実

装する。それに伴い得られる利益を新たな研究活

動や知財の創出・確保にあて、その知財をエコシス

テムに提供するという好循環を生み出すことが重要

である。

とされています。しかし、現状では大学知財ガバナ

ンスガイドラインが示すような、大学の研究成果をも

とに知財を確保しライセンスして社会実装を実現し

その収益を次の研究の資金とするといういわゆる知

的創造サイクルのような理想的な知財マネジメント

は実現できていないというのが現状と言えるかもし

れません。以降の部分ではアカデミア発シーズの

社会実装を見据えた出願戦略について考えていき

たいと思います。

まず社会実装のために大学などのアカデミアで出

願した特許を外部にライセンスしようとした場合に外

部から指摘されがちな事項として１．この発明は特

許性を本当に有しているのか？２．この特許は権利

範囲が狭すぎるのではないか？３．この特許は我が

社にはいらない。というような指摘をされることが

多々あります。でこのような指摘を受けた時にどう対

処すべきか、あるいはそもそもこのような指摘を受け

ないためにどのようにすべきだというのをここで考え

ていきたいと思います。

まず、発明の特許性について、この発明は特許性

を本当に有しているのかという点について、出願前

によく確認しておくことが必要です。特にアカデミア

の場合、研究者が特許出願前に学会等で発表して

しまっていないかよく確認する必要があります。また、

広い権利範囲を確保するためにはそれをサポート

するだけの十分な実験データが必要です。場合に

よってはデータが十分に得られるまで特許出願を

遅らせる必要というのも生じ得ます。産業上の利用

可能性については、これはある意味形式の問題な

のでこれが本当に問題になるということは稀かなと

思います。

ここで繰り返しになりますが、アカデミアの場合、

公表の有無あるいはその予定をよく確認しておく必

要があります。日本では新規性喪失の例外規定が

利用可能ではありますが、欧州や中国での権利化

が不可能になるため、この規定の利用を前提とする

というのは望ましくありません。特に学生さんが発明

者に含まれているような場合は、学位申請の関係か

ら論文発表が必要になりますので、そのスケジュー

ルをよく確認しておいて、その公表前に出願を終え

ておく必要があります。

次に特許性を評価する上での発明の新規性、進

歩性の捉え方ですが、従来技術がない要素はある

のか相違点はあるのか、その相違点（組み合わせ）

は容易に思いつく範囲なのか、従来技術に比べて

顕著に優れた効果あるのか、というような観点から

検討を行い、それを踏まえて例えば出願時のク

レームに将来的に補正の材料となる従属項を加え

ておくということが戦略的に考えられます。

しかし、実際にはいくら特許調査や事前の検討を

行っても、どのような権利を確保できるのかを事前

に正確に予測するのは困難です。そのため、「この

発明は特許性を本当に有しているのか？」という質

問に自信を持って答えるためには、実際に出願し

て早期審査にかけてしまって特許査定を得るという

のが一番確実とも考えられます。また例えば国内出

願後に直ちに分割出願を行って早期審査で一部を

権利確保する等すると、少なくとも一部は権利化で

き、それをライセンス交渉先に言うことができますし、

更にそれよりも広い範囲や違う発明についての権

利化の余地も残せる、というような状況を作ることが

できます。

まとめると、アカデミアの研究段階で考慮すべき

点としては、特許出願前に学会発表等は行わない

こと、特に発明に学生さんが関与している場合には

学位論文のための論文発表のスケジュールも考慮

する必要があることに注意が必要です。そして、そう

したスケジューリングも含めて早い段階から研究者

とURA、知財担当者が連携して検討しておくことが

必要です。新規性、進歩性の検討は、審査対応の
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際にも重要となります。

次に特許の権利範囲についても考えていきたいと

思います。以下は、免疫チェックポイント阻害剤であ

るオプジーボの基本特許の請求の範囲の記載です。

【請求項１】

PD-1抗体を有効成分として含み、インビボにおい

てメラノーマの増殖または転移を抑制する作用を有

するメラノーマ治療剤。

【請求項２】

PD-1抗体が、完全ヒト型抗体PD-1モノクローナル

抗体である請求項１記載のメラノーマ治療剤。

これによると請求項1の権利範囲はメラノーマ治療剤

に限定されており、他の疾患の治療剤は権利範囲

に含まれません。そのため、この特許だけを見ると権

利範囲はそれほど広くないと言えなくもありません。

つまり、仮にこの特許を他者にライセンスしようとした

場合、メラノーマ以外なら特許なしで自由に実施でき

る、という考え方もされ得ることになります。

実際にはこのオプジーボの基本特許はこの後8つも

の分割出願が行われています。そのうちの1つである

特許第5159730号の特許請求の範囲の記載は以下

になります。

【請求項１】

PD-1抗体を有効成分として含み、インビボにおい

てメラノーマの増殖または転移を抑制する作用を有

する癌治療剤（但し、メラノーマ治療剤を除く。）。

【請求項２】

癌が、肺癌、大腸癌または卵巣癌である請求項１

記載の癌治療剤。

このクレームの記載ではメラノーマ治療剤以外の癌

治療剤を広くカバーしており、先述の基本特許を補

完する相補的な特許となっています。こうすることで、

例えば発明を癌の種類ごとに切り分けてライセンス

するという戦略を取ることも可能になってきます。

ただ、特許のクレームというのは何の根拠もなく広

い権利範囲が認められるというものではありません。

特許庁の審査基準では、医薬医薬品の特許の場合、

医薬用途を裏付ける実施例として、通常、薬理試験

結果の記載が出願時の明細書に記載されていること

が求められています。また、原則、(i)どの化合物等を、

(ii)どのような薬理試験系において適用し、(iii)どのよ

うな結果をえられたのか、そして、(iv)その薬理試験

系が請求項に係る医薬発明の医薬用途とどのような

関連性があるのか、の全てが薬理試験結果として明

らかにされていなくてはならない。と定められていま

す。実際、オプジーボの基本特許でも様々な細胞や

モデルマウスの実験系での結果を広く示した上で広

い権利を成立させています。これは低分子化合物の

発明でも同様で、広い権利を確保するためには多く

のデータが必要です。ファイザーの特許第6761815

号を例にすると、基本骨格に様々な置換基が導入さ

れた広範な化合物について権利が成立させるため

に300を超える化合物を合成して分析を行っていま

す。しかし、実際にこのような網羅的な実験をアカデ

ミアで行うのは極めて難しいかと思います。ですので

どこかの時点で製薬企業等とのコラボレーションが

必要で、その時期については、発明の種類によって

慎重に検討する必要があります。

まとめると、権利範囲の広い特許を成立させるため

には、相応に多くのデータを取得することが必要で

す。しかしアカデミアではリソースが限られているた

め、戦略的に効率よくデータを取得していく必要が

あり、特に取得したデータからの外挿を可能にする

合理的な説明を用意しておくのが有効と思います。

また、外部とのコラボレーションをどの時点で開始す

るかというのは非常に重要なポイントになります。

続いて、外部との共同研究開始時の留意点につい

てお話します。まず、秘密情報を開示する前に必ず

守秘義務契約（NDA）を締結しておく必要があります。

また、NDAを締結せずに開示できる範囲を明確にし

ておくことも重要です。そのため、早めに研究者と知

財担当者の間で相談して、どういった形で外部にア

プローチしていくのかという戦略を練っておく必要が

あります。また、共同研究開始前にアカデミアが保有

していた知見を明確にしておくことが重要です。その

ために、可能であれば共研究開始前にアカデミア単

独の特許出願を行っておくと切り分けも明確になると

思います。また、共同研究契約書で知財の取り扱い

を可能な限り詳細に規定しておくのが望ましいと言

えます。

共同研究契約書あるいは共同出願契約書を作成す

る際に アカデミアと企業との間の交渉の争点となり
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得る例としては、費用負担や大学から第三者へのラ

イセンスの可否、企業が利益を得た場合の還元の有

無等がアカデミアと企業との間でお互い相反する利

益があるという想定になります。 このあたりはできれ

ば共同研究開始前に合意しておくのが望ましいです。

冒頭でご紹介した大学知財ガバナンスガイドライン

に関連の記載がありますので是非ご一読下さい。

アカデミアとしては、共同研究をスムーズに進める

ためには事前に単独出願を行っておくことが有利で

す。その理由として、先程申し上げたように元から大

学が持っていた資産を明確に切り分けることができる

点、また、単独の特許であればアカデミアが自由に

実施やライセンスができるが、共有特許ではライセン

スする際に共有相手の同意が必要となる点が挙げら

れます。特許を共有する企業は自らの事業で特許を

活用することができますが、アカデミアはライセンス

する以外に活用の機会がなく、ライセンスの自由度

は重要です。共同研究を行い製品化された際に、ア

カデミア単独の基本特許によりライセンスが必要にな

るという状況が理想です。また、共有特許に係る技

術は基本的に共有相手の企業は自由に利用するこ

とができるため、企業は製品を販売する際にアカデミ

アが利益配分を希望しても、特許法上は配分する義

務はなく、あらかじめ契約等で合意しておく必要が生

じます。そうした点でもアカデミアによる単独特許の

確保は非常に重要なポイントになります。

また、技術導出時に「この特許は我が社にはいらな

い」と言われないためには、マーケティングの視点に

立って導出先を想定した特許の作り込みを行ってお

くことも重要ではないかと思います。

最後にアカデミアの研究成果を社会実装するため

のベンチャー設立の可能性についてもお話します。

まず、アカデミアのリソースを活用して特許を確保し、

次に JSTやNEDOのプログラムの資金を活用して開

発を行い、更には ベンチャーキャピタルから資金を

獲得するといった流れが考えられます。ただ、アカデ

ミアの特許をベンチャーに移転する際にもある程度

のライセンス料が必要になると思われますので、そこ

は留意が必要です。これに関連した有名な事例とし

てGoogle社のページランクの例が挙げられます。

Google 社は会社設立時にこのライセンスをスタン

フォード大学から獲得する際に、現金の代わりに自

社の株式180万株を譲渡しました。スタンフォード大

学はその後の2005年にGoogle社の株を3億3600万ド

ル（約400億円）で売却し大きな利益を手にしていま

す。同様の例は東大発ベンチャーのペプチドリーム

社でも行われたと聞いており、資金の限られるスター

トアップにおいてはこうしたエクイティによる支払いは

有効な方策になります。

 ライセンスの対価にエクイティを用いたモデル契約

書というのが「オープンイノベーション促進のための

モデル契約書（大学編）について」の「ライセンス契

約書（大学・大学発ベンチャー）」で公表されておりイ

ンターネット等でも確認できます。今後は日本でもこ

のような契約も一般化していくのではないかと考えて

います。

私からの発表は以上となります。ご清聴ありがとうご

ざいました。ご質問等ございましたらお気軽にお問

い合わせください。
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ＷＮＷ特許事務所  代表パートナー 弁理士

京都大学理学部卒
1998年 京都大学院理学研究科化学専攻修了
2002年 パリ・ソルボンヌ大学文明講座上級Aクラス修了
2003年 弁理士登録
2007年 JSAワインエキスパート
2010年 森林セラピスト
2017年 日本弁理士会 副会長
2020年 知的財産1996年 高等裁判所 専門委員
2021年 JDLA Deep Learning for ENGINEER 2021 #1
2019年- INPIT（特許庁）委託事業 知財戦略デザイナー
MEDISO非常勤サポーター

以上
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皆様こんにちは。ご紹介頂きましたNTTデータ経営

研究所の堀野と申します。この度は知的財産戦略

ネットワーク様にこのような素晴らしい機会を頂きまし

て、秋元先生はじめ知財戦略ネットワークの皆様に

まず御礼を申し上げます。秋元先生とは15年前ごろ

に、私がアメリカから帰国後に大阪大学で産学連携

の業務に従事していた頃から存じ上げていました。

今回の講演会のテーマが社会実装を目指したアー

リーステージからの新しい取り組みということで、本日

は私のアメリカ時代の経験やその後の私自身の経験

から私個人の見解を発表させて頂きます。よろしくお

願いします。

１．自己紹介

まず私の自己説明をさせて頂きます。私の出身は

広島県呉市という所でして、私の祖父は戦艦大和の

設計に携わっておりました。中高は熊本県にある熊

本マリスト学園というカトリックの学校に進学しました。

この時の校長先生がアメリカからの方でしたので、そ

の影響もあり18歳の時にアメリカの大学に進学するこ

とにしました。ニューヨーク州立大学で大学・大学院

を過ごしまして、学生と研究職とで約10年在籍しまし

た。帰国後は大手自動車部品メーカーで戦略企画

等に携わった後に科学技術・学術政策研究所

（NISTEP）、信州大学等を経て当社NTT データ経営

研究所に入社させて頂いて、主に産学連携や知財

戦略、スタートアップ支援の事業を支援しております。

これまでのキャリアで産学官の全ての立場を経験し

ており、これが自分の強みと考えております。

２．産学官イノベーションシステム

産学官イノベーションシステムについて報告させて

頂きます。皆さんご存知のようにイノベーションには

様々な定義が存在しますが、私の今回の発表では

「新しい技術の発明から新たな市場価値を幅広く創

造する」ことと定義しました。ここで重要なのが最後の

「市場価値を幅広く創造する」点と考えています。大

企業は中央研究所で研究開発した技術を一気通貫

に自社で行うシステムを保有しており、さらに自社の

ブランディングでマーケティングすることが可能であ

るという強みを持っています。一方、スタートアップ企

業は大学等と連携してハイリスクな研究をアーリース

テージから展開できることが強みです。

３．米国の事例

続いて、アメリカの事例を簡単に説明させて頂きま

す。アメリカでは、次の5つの土壌を下にハイリスク・

ハイリターンの研究を産学官一体となって進めるイノ

ベーションシステムを実現しています。（１）研究環

境：人材、資金の高い流動性によってハイリスク・ハ

イリターンの研究にチャレンジできる素地、（２）省庁

間連携：研究開発投資として国防高等研究計画局

（DARPA）等の政府のファンディング機関主導で研

究を実施するケースが多く、また省庁間連携によっ
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て必要な研究開発が漏れない仕組み、（３）スタート

アップエコシステム：ベンチャーキャピタルさんに対し

てスタートアップ投資に対する減税措置、（４）流動

性：1つのプロジェクトが終わっても、雇用されていた

研究者が別の組織のプロジェクトで稼働することが

可能になっています。場合によっては産業界や政府

に行くことも可能で、産学官の中のトライアングルの

人材の流動性がアメリカはうまく機能しています。

（５）グローバルネットワーク：アメリカ政府が国内だけ

に限らず海外の大学や研究機関の投資も国指導で

行いグローバルネットワークを構築しており、これは

アメリカのイノベーションシステムの特徴の一つです。

アメリカではどのようなエコシステムが構築されてい

るかという点について説明いたします。アメリカでは、

国立科学財団（NSF）が研究のアーリーステージから

全ての技術分野で研究助成を行っていることが特徴

です。特に事業化、スタートアップ支援に関してI-

Corpsプログラムがあります。またライフサイエンスに

関しては国立衛生研究所（NIH ）が The Brain

Initiativeやその他のプログラムでアーリーステージの

方からしっかりとNSFとタッグを組んでアメリカの国立

研究所、大学および企業に支援をしてTRL（技術熟

成度） の最後まで支援しています。またDARPAでも

様々なプログラムを実施しており、他にもエネルギー

省（DOE）や国防総省（DOD）も研究の事業化の一

助となっていると承知しています。

このアメリカのエコシステムで特に重要なのは、た

だファンディングをするだけでなく、その後に厳格な

評価を政府的もしくは専門家で行っている点です。

アメリカではアーリーステージからお金を出すだけで

なくて、しっかりと成果を出しているかゲートごとに評

価しております。この評価では定量的な数値が求め

られ、例えばコストベネフィット分析やビブリオメトリッ

クス分析が採用されています。アーリーステージでは

ピアレビュー等、そこまで厳格には見られない一方

で、ミドルステージ以降では論文や特許等、後半に

なるにつれて事業化に向けた評価が厳格になります。

その結果、評価が著しく悪い場合には、プログラムの

途中であっても支援が打ち切られると聞いています。

また、他の類似プログラムとの成果比較も重視され、

同じようなプログラムが複数並行し、その成果に差が

ある場合、一方の支援が打ち切られるということも聞

いています。NIHの例を挙げると、研究成果を評価

する部署（Office of Program Planning, Analysis, and

Evaluation(OPAE)）を備えており、こちらで十分な人

数を割いて投資先の評価を行う仕組みができていま

す。また、NIHのホームページでは投資金額と得られ

た成果、誰が関与しているか等、全てオープンにし

た状態で全世界に情報公開しています。

４．目指す姿（Early Stageからのエコシステム）

ここからは、アメリカの事例や私自身の経験を踏ま

えて、イノベーションシステムの目指す姿について私

の考えをお話させて頂きます。よく産学連携ではベ

ンチャー支援、スタートアップ支援、IPO、M&Aという

用語を聞きますが、これらは手段の一つであって、あ

くまで最終ゴールは「新規技術を用いた製品の量産

化」と考えています。ですので、イノベーションシステ

ムにおいては、アーリーステージから量産化を見据

えて、ステージごとに外部専門家による評価を行うこ

とが重要であると考えます。

まず、評価ステージ１（シーズ特定）として、大学か

ら研究シーズをくまなく探索し、これを専門家の評価

によって案件化するステージがあります。この際、特

に社会実装の可能性の高い案件については、戦略

的案件として、大学と専門家とで協働してスタート

アップや企業へのセルアウト（売却）等の事業戦略、

またそれに連動した知財戦略を策定することが重要

です。

次に評価ステージ２（事業化判断）として、事業家

やキャピタリスト等の事業化サイドの方にも専門家と

してチームに入って頂いて、事業化判断を行います。

これにより案件の数は更に選定され少なくなっていく

ことが想定されます。その後の評価ではもう事業化、

というよりもその後のIPOやM&A等のマネタイズにつ

いて評価、検討を行っていくステージになります。マ

ネタイズの検討では、当該案件の市場における価値

の最大化を目指していくことが重要です。評価ス

テージ３（量産化判断）ですが、ここは非常に重要で

あると考えています。実際の産学連携の案件では

IPOやM&Aを終わりとするケースが多いのですが、

実はここはスタート地点でして、エンティティはここか

らスタートしています。なので、ここで社会実装（量産

化）に向けてグローバルに戦えるサプライチェーンを

構築できているか、世界に製品を売っていけるブラ

ンドを確立できるか、の両方について評価することが

第28回 IPSN WEB講演会 社会実装を目指したEarly Stageからの新しい取り組み
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重要です。ここで「両方」と申し上げたのには理由が

ありまして、それは、最先端テクノロジーと高い事業

シェアとを同時に実現する組織体がプラットフォー

マーとして今後のイノベーションを牽引すると考えて

いるからです。

また、プラットフォーマーは、20世紀に見られたよう

に1社のみで完結するものでなく、産学官を含めた

複合体によってプラットフォーマーとなることが可能

であると考えています。つまり、これまでスタートアッ

プに多く見られたような、高い技術力を持ちながら事

業シェアが低いプレイヤー（イノベーター）と、大企業

に多く見られる既存技術領域での高い事業シェアを

確立しているプレイヤー（パワーハウス）の組み合わ

せによって、最先端の技術によるダントツのシェアを

獲得することが可能ではないかと考えています。是

非、我が国のオールジャパンの産学官コンソーシア

ムでダントツシェアを獲得して頂きたいと願っていま

す。

５．最後に

最後に、本日の発表のまとめとしまして、ここまでの

内容と、少し私の個人的見解とをお話させて頂きま

す。まず、我が国のイノベーションシステムが効果的

に機能していくためには、これまで以上に有望な大

学シーズの探索が必要です。特定の大学に限定せ

ずくまなく探索することが重要です。その際、大学と

外部専門家とが協働して、社会実装を見据えたシー

ズ特定を実施し、アーリーステージからの戦略案件

化（プロジェクト化）と、それに伴うステージごとの評

価、投資を行うことが重要です。また、案件化してそ

こで終わりにせず、その後にIPO又はM&A等のマネ

タイズ戦略を構築し、当該技術を用いた製品の量産

化につながるように産学官一丸となって「プラット

フォーマー」となる必要があります。こうして技術の量

産化、社会実装を実現することで、世界中の社会課

題の解決のために製品を展開することが可能になり、

我が国の産業界の復興につなげることが可能になる

と考えています。

以上、短い発表でしたが皆様ご清聴ありがとうござい

ました。

第28回 IPSN WEB講演会 社会実装を目指したEarly Stageからの新しい取り組み

【略 歴】堀野 功（ほりの いさお）

NTTデータ経営研究所 先端技術戦略ユニット MOTグループ グループ長・アソシエイトパートナー

広島県呉市出身。熊本マリスト学園高等学校を卒業し、ニューヨーク州立大学バッファロー校に留学。ロッ
クフェラー公共政策大学院で科学技術政策にて修士号を取得。ニューヨーク州立大学ビンガムトン校にて
講師等に従事し帰国（在米10年）。帰国後は、大手自動車部品メーカーに就職し、戦略企画等に携わる。そ
の後、信州大学URA、科学技術・学術政策研究所等を経て、NTTデータ経営研究所に入社。NTTデータ経営

研究所では、科学技術政策や大学及びベンチャー支援のためのグループを立ち上げ、我が国の技術革新
力の底上げに邁進する。

以上
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◆ 研究成果を社会実装するための方法
栗原 哲也

 NLSパートナーズ（株） パートナー
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NLSパートナーズの栗原と申します。今日は私の方

から研究成果を社会実装するための方法ということ

でお話させて頂きます。

私の自己紹介ですが、私は主にライフサイエンス

バイオベンチャーに投資をしているベンチャーキャピ

タリストでして、元々は東大で免疫の研究をしており

ました。バイエル薬品という製薬会社でアカデミアと

のライセンスを担当したり、あるいはコーポレートベン

チャーキャピタル(CVC)での投資を行ってきました。

その後、新生キャピタルパートナーズ。というVCに入

りまして、現在はバイオベンチャーに投資をする立場

におります。その中で逆にバイオベンチャーの社長

も兼任をしており、様々な立場でお話ができると思う

ので、そうした観点から少しお話をさせて頂きたいと

思います。ちなみにNLSパートナーズというのは、新

しいファンドを作るときの新しい会社です。

まず、これまで日本では、米国ほど成功したバイオ

ベンチャーが出てきていません。しかし、個人的には

日本のアカデミアシーズのレベルは既に米国と比べ

て遜色ないのではと思っています。一方、シーズを

社会実装していくフェーズで米国ほどうまくないのか

なと感じています。例えば大学の先生から「まだ私の

テーマはベンチャーを作るには早いと思います。」の

ようなことを伺いますが、米国であればベンチャーを

設立する前からいち早く検討されており、早すぎると

いうことはありません。ベンチャー設立に向けては、

設立前から色々なことができると思うので、今日はそ

のあたりを少しお話させて頂きたいと思っています。

アカデミアシーズの社会実装の方法として代表的

なものに製薬企業との共同研究と、ベンチャー企業

の設立が挙げられるかと思いますが、これらの違い

をご説明します。製薬会社との共同研究では、製薬

会社の整ったインフラやノウハウを使うことができます。

ただ共同研究では相手のタイミングが重要になり、

相手から提案がないと始められなかったり、あるいは

始める上で動物のデータ等のかなり進んだデータを

求められるというような制約が出てきます。一方でベ

ンチャー企業設立の場合ですと、自分のタイミングで

進めることができるメリットがあります。投資家からお

金を得ることができればそれを持って自分が思うよう

に進められますし、成功した時の金銭的なメリットは

非常に大きくなります。一つ気を付けなければいけ

ないのが、テーマによっては共同研究でしか社会実

装できないものもあるという点です。例えば、大規模

な治験が必要になる疾患領域では、ベンチャーだけ

では対応できない規模の臨床試験が必要になりま

すので、そうした場合は製薬企業との共同研究を行

う必要があります。

この50～60年の間、製薬会社の研究開発の効率は

下がっています。例として、仮に10億ドルの研究開
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発費を用いたとして、昔であればそこから新薬を50

～60個創出できていたところ、今ではもう1個創出で

きるかどうかという状況になっています。この理由とし

ては、製薬会社の中でターゲットが枯渇してしまった、

あるいは技術的にもう製薬会社の中で完結するよう

な技術では新しい薬ができてこないということが挙げ

られます。そのため近年では新薬の3分の2はアカデ

ミア発、あるいはベンチャー発というような状況になっ

ています。

私自身は、今はバイオベンチャーを設立するには

良いタイミングだと考えています。製薬会社は今は外

部シーズ獲得に注力しており、自社の研究施設を縮

小しています。また優秀な方々がバイベンチャーに

行く機会が増えていますし、それに伴い専門家で

あったり あるいはインキュベーション施設が増加して

きてます。そうした中で業界全体にもベンチャーに関

するノウハウが集まってきており、今まさにそのベン

チャーを建てるには非常に良い時期なのかなと思っ

てます。

実際に数字を見ても、この10年余りの間にベン

チャー企業が2倍ぐらいに増えています。 大学発の

ベンチャーだけでも年間に400社から500社設立され

ており、1日1社ぐらい大学発のベンチャーができて

いるような状況です。また欧米のように一部のトップ

大学からしかベンチャーが出ないということがなく、

日本の場合には全国の大学から出てきてるという特

色もあります。ただ、これが成功するかどうかという面

で米国と比較しますと大きな差があります。成功を上

場と仮定した場合、日本では上場件数は年に1～2

社ですが、米国では年間数十社の。バイオベン

チャーが上場している状況ですし、1社あたり数十億

というような資金調達が可能です。一方で日本では

数億円を集めるのが関の山という状況ですし、全体

を見てみても米国の投資サイズの1/10あるいは

1/100という小さなサイズに留まっています。

ではどうすればいいのかというと、米国との差は歴

然なので、「うまい」作戦を立てて弱者の戦略で成功

確率を上げていくことが必要であると私は考えていま

す。

工夫の一例ですが、1つ目は技術リスクの前倒しで

す。中途半端な技術で先に進んでしまうとやり直しが

きかないというのがバイオベンチャーです。治験に

入ったらもう後戻りはできませんので、それまでに技

術を最初の段階で磨いておくことで後々失敗するリ

スクを回避するということができます。

2つ目が不確実な要素を極力減らすということです。

ベンチャーで進める以上は不確実な要素可能な限り

少なくする必要があります。例えばモダリティも新しく

動物モデルもないというような状態だとそれだけ成功

確率が下がってしまうことになります。ですから不確

実な要素は重要な部分のみにすると、つまり例えば

新しいモダリティであれば疾患は良く分かっているも

のにする等の工夫が必要と思います。

3つ目は経験ある経営者の採用ということです。バ

イオベンチャーのITベンチャーとの大きな違いは、IT

ベンチャーのような製品を作った後のマーケティング

リスク、つまり製品を作った後に売れないということが

ない点です。医薬品の場合にはあらかじめどのぐら

い売れるかというのが予測できるため、経験のある経

営者を採用して、経営のリスクや人材のリスクを極力

減らすことで、リスクを研究開発リスクに集約すること

ができます。

4つ目は臨床開発を見据えた疾患選定で、これも

重要です。やはりお金が不十分な中ではコンパクト

な治験が可能な希少疾患であったり、バイオマー

カーがある等で成功確率上がるような工夫が必要に

なります。もう少し詳しく説明すると、現在では成功確

率が低くなる疾患というものが統計的にデータが出

ています。例えば動物モデルが存在しない疾患や

疾患メカニズムが解明が不十分な疾患、DDSが必要

な疾患、エンドポイントの設定が困難な疾患、あるい

は慢性疾患のように既に多くの医薬品が開発されて

おり競争が熾烈になっている疾患等が挙げられます。

こうした疾患について成功確率が低くなることは分

かっていますので、例えばアカデミア発のベン

チャーが疾患選定をする際にはこれらを外していく、

また、もし選ぶとしても先に挙げた要素の少ないもの

や解決策の分かっているものを選定するといった工

夫が必要になると思います。

最後5つ目は販売リスクの低減ということで、やっぱ

りその技術ベースで市場性がない疾患を選んでしま

うと、仮に薬を作れたとしても買い手がいないことでう

まくいかないケースがあります。ですからなるべく市

場がある疾患を選ぶというのが成功の鍵だと思って
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います。

ここでカンパニークリエーションという手法のご紹介

をさせて頂きます。バイオベンチャーはITベンチャー

と違ってピボットだったりやり直しをすることが難しい

です。先に進めば進むほどやり直すということが時間

的にも金銭的にも難しいので、米国ではですね構想

や計画段階からVCが関与して、一緒にバイオベン

チャーを設立するようなことが主流になってきていま

す。例えばモデルナもVCとアカデミアで一緒にベン

チャーを作った例です。こうしたカンパニークリエー

ションというのが今日本でも事例が非常に増えてきて

いますので、もし今バイベンチャーを設立するのはま

だ早いとお考えの先生であったとしても、いち早く

VCに相談してみることをお勧めします。

「失敗も成功もない人生はつまらない」と言いますが、

バイオベンチャーに関しては失敗をする所は共通し

ています。ですから前の方が失敗をした所というのを

把握し、解決策を事前に知った上で臨めば良いと私

は考えています。皆さんから良く聞かれるようなポイ

ントや、皆さんが多く失敗されるようなポイントというの

をまとめた「バイオベンチャーがこれから成長するた

めに必要な８つの話」という本を出して解説をしてお

りますので、もし良かったらご一読下さい。というとこ

ろで、私からの説明は以上になります。

【略 歴】栗原 哲也（くりはら てつや）
NLSパートナーズ株式会社 パートナー

バイオベンチャーキャピタリスト。
東京大学農学部にて、「腸内細菌による消化管の免疫機構への影響」について研究した後、2009年にシティグ
ループ証券入社。投資銀行本部にて製薬業界のM&Aを担当。2012年からはバイエル薬品およびドイツBayer 
AG にてCVC投資やベンチャーのインキュベーションに従事。2019年に新生キャピタルパートナーズに入社し、創
薬ベンチャーへの投資を手掛ける。カンパニークリエーションにより設立した創薬ベンチャーで2020年より2022
年まで社長を務めた。

以上
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◆ ～講演を終えて～
講演者４名によるパネルディスカッション

秋元：知的財産戦略ネットワークの秋元でございます。
この度は第28回ＩPSN講演会において、素晴らしい、か
つ役に立つご講演を賜り本当に有難うございました。
折角の機会ですので、リモートながら各先生方にお集
まり頂き、パネルディスカッションを設定させて頂きまし
た。最初に小職の方から、ご講演を頂いた各先生方に
ひとつだけご質問させて頂きますので、先生方におか
れましては、簡潔にご説明頂けたら有難く存じます。そ
れが一通り終わりましたら、全員に共通する課題を提示
させて頂きますので、ディスカッションをお願い出来れ
ばと存じます。
それでは僭越ではございますが、全体を通して小職

がモデレーターを務めさせて頂ければ有難く存じます。

秋元：鷲崎先生（INPIT）にお伺い致したいと存じます。
INPITでは様々な施策を講じておられますが、その中
でＩPランドスケープについてお伺いします。経営と知財
の一体化・融合は、約15～20年位前、小職が武田薬品
での現役時代からキヤノンの丸島儀一さん達と共に特
許庁と推進しておりましたので、道未だ半ばなのかとい
う感がします。また、米国では、経営と知財の一体化な
どという議論は全く無く、企業では知財担当の役員が
Vice Presidentとなり、経営に知財がしっかりと組み込ま
れています。日本では何年たっても、IPランドスケープ
のようなものがなかなか経営に浸透しない主たる原因・
理由は何だと思われますか？

鷲崎：知財部門の存在感が弱いのが一番の原因と思
います。また、中堅以上の企業と異なり、中小企業やス
タートアップなど小規模事業者はそもそも知財を知らな
かったり、セミナー等で初めてその大事さに気づいたと
いうレベル感です。知財と経営の一体化となると、経営
は当然意識するけど知財は知らないという状態。まず
は知財というものを頭の中に入れて頂くために、引き続
き周知宣伝や支援に取り組むことが重要と感じていま
す。我々も支援していますが、「IPランドスケープ」を
使って知財経営に資する戦略提言をさせて頂くとか、
あるいはその成果を感じて頂いて知財部門の必要性
が分かる人を増やして行くことが必要と思います。

秋元：米国は訴訟社会であり、悪意でやったとなると３
倍賠償となる。中国などでは５倍賠償も導入されている。
日本では最近でこそ訴訟費用についても若干補填さ
れるようになっているようだが、損害賠償額は証明され
た実損だけで済み、あまり痛い目をみない。ただ海外、
特に米国に進出すれば必ず訴訟ということが付いてま
わるので、米国で事業を行い、訴訟を経験すると知財
の大切さがわかってくる。今後、国内も徐々に海外同
様に変わっていくかもしれない。そういう意味でINPITや
特許庁の知財についての地道な啓蒙活動、或いは啓

発活動は非常に大切と思うので、ぜひ今後とも力を入
れてやって頂きたい。

秋元：渡邉先生にお伺いします。先生のご講演は、ア
カデミア発シーズの社会実装を見据えた出願戦略とい
うことでした。特許（クレーム）の良し悪しを考えるのは
先生の様な優秀な知財人材が必須ですが、それとは
別に、弊社が産業革新機構の知財ファンドを運営して
いた当時、大手の製薬企業５～６社にアンケート調査
をした際、基礎研究段階でも最低12ヵ国は出願して欲
しい。そうでないと、グローバル展開する際にザルみた
いに穴だらけになってしまうと言っていました。JSTの支
援は平均3.5ヵ国、最大でも5ヵ国位が限度ですので、
当時JSTに協力して、知財ファンドから平均8.5ヵ国を補
填したことがあります。その成果が、現在バイオベン
チャーを経由して、某大手製薬企業にライセンスアウト
されていますし、米国企業にもサブライセンスされてい
ます。
この出願国が決定的に不足しているということに対し

て、出願戦略において、先生はどの様な解決策が必要
だとお考えになりますか？

渡邉：まずPCT出願した後の各国移行の費用が桁違い
に高く、おそらく大学単独では賄える額ではないであろ
うこと。現状JSTから支援が得られる場合があるが、そこ
でもせいぜい米国と欧州、よくて中国韓国ぐらいが精
一杯で12ヵ国には対応できない。そうするとやはり早い
段階から製薬企業と共同研究とアライアンスを進めて、
本当に開発フェーズに入るようなものは、やはり12ヵ国
ぐらい出願しておかねばならないと思う。あるいは大学
発のスタートアップを作ってVC資金を入れてもらって、
当初早い段階では特にIPのポートフォリオの充実に資
金を使っていただくということになるのではないかと思う。

秋元：そうすると早い段階、極端なことを言えばPCTの
国内移行段階前までに企業へ導出し、企業の戦略に
沿ったような形で出願をお願いすることが一番良いとい
うことになりますね。ただその場合に、出願は良いけれ
ども、大学の先生のデータというのはチャンピオンデー
タだけであったりして、追加実験が必要ということもあっ
て、なかなか企業が共同研究するとか、あるいは導入
するという段階にまで成熟していない。これは出願戦略
とはちょっとずれますが、この辺について渡邉先生はど
ういう風にお考えになりますか？

渡邉：アカデミアの先生方はやはり論文を出すことを重
視されます。例えば製薬企業の方が必要とするような、
毒性はどうだとか実際に人や動物に効くのかというとこ
ろで、製薬会社の方々が充分満足行くようなデータを
なかなか揃えきれない。特許出願して各国移行の段階
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になるまでにそうしたデータを揃えるのが難しい。実際
に開発に入ってくるようなシーズは本当にリードの
チョイス少し前ぐらいから、やはり大手の製薬業などとア
ライアンスを組んで、そうした共同研究を始めるべきだ
と思う。あるいはスタートアップベンチャーさんだと、大
手製薬企業が必要だと要求するほどしっかりしたデー
タがなくても、ひょっとしたら「コラボレーションしましょう」
という話になるかもしれない。大学の先生がスタートアッ
プ企業を作ることもできると思うので、そういった面では
小回りが利く研究開発の戦略も有り得るかと思う。

秋元：色々とやることがまだ沢山ございますね。

秋元：堀野先生はイノベーションシステムについて、米
国、例えばNSFの事例を踏まえて、社会実装を見据え
てEarly Stageから厳格に評価し、マイルストーン毎にも
ちゃんと中間評価をしているとお話しされました。この
様な評価システムは企業では当然行っており、アカデミ
アでも取り入れなければいけないことだと思います。そ
の一方、バイオ分野・医薬品分野は、特に不確定要素
が多々あるため、全く新しい概念や現象については、
優れた知見を有する方であってもなかなか評価しきれ
ない部分も多々あるかと思います。例えば、今年度の
ノーベル生理学・医学賞mRNAワクチンのカタリン・カリ
コ女史の研究初期段階における米国での低評価・低
処遇であるとか、結局、米国ではなくドイツのBionTech
で発展させた訳です。また、日本では本庶佑先生の免
疫チェックポイント阻害薬（オプシーボ）などは、初期段
階では京大も大手製薬企業も全く評価できなかったこ
と、このような問題をどの様に救ったらよいのか、何か
良い解決策はございますか？

堀野：米国で私は連邦政府や州政府の様々な効果的
な仕組を目にした。連邦政府の仕組では国防総省の
下部組織であるDARPA（国防高等研究計画局）のもの
など。米国では連邦政府がemerging technologies（将
来実用化が期待される先端技術）を数年間に一回発
表して、それにフィットすれば評価されるというもの。た
だ一方で、「AからZまで全ての案件を支援する」という
よりも、何かテーマに沿ってであるとか、あとは中長期
未来を見たときにここに社会課題があるからそれを解
決することでイノベーションにつながるだろうとかそうい
う括りがある。そういう技術に対しては一気呵成につぎ
込むべき。私は米国の大学を2000年代の最初の頃に
卒業したが、私の同期は外資系戦略コンサルファーム
や投資銀行に入ったが、2010年代後半になると彼等は
コンサルファームから事業会社やスタートアップの経営
に携わっているケースが多い。例えば、投資銀行を経
て製薬メーカーに入り、リエゾンであるとか目利きとか投
資先の検討をしている人もいる。大手製薬メーカーもグ
ローバルで人材を確保しているような取り組みが顕著
だと思う。

秋元：そうした掬うシステムがないと本当に新規な概念

で評価できないものは、通常の優秀な人には評価でき
ないので、何らかのシステムが必要だと思う。

堀野：例えばP＆Gが「コネクト＆デベロップ」というプロ
グラムで昔からやっているのが、トップダウンで自社で
探すのではなく、ボトムアップで候補者から自発的に吸
い上げる仕組みが効果的。米国はトップダウンとボトム
アップ両方の使い分けが巧い。トップダウンというのは、
アメリカ政府とか大手企業からリエゾンみたいな形で世
界中の人材や技術シーズを探索する。しっかりと論文
読んで学会等でアプローチして行く。もう一方はそれで
も探せないシーズがあるので、そこは国とか製薬企業
が、研究テーマに合った課題があれば助けるというプロ
グラムを走らせておいて、外部から公募でどんどんいい
シーズを世界中から拾ってくる。その二つの仕組みが
米国は巧いと思う。

秋元：日本の製薬企業でも募集しているが、なかなか
そこまでいかない。エンジェルのような形、本邦でも最
近ムーンショットプロジェクトのようなものをつくっていて、
2050年までに成果をあげるというのが出てきて、そのよ
うな方向に行くのだろうと思うですが、先ほど言ったよう
に「普通の優秀な人」はその範囲内で評価してしまうの
で、誰がどう評価するかは非常に難しい問題だと思う。
掬えなかったものを救済するようなシステムが必要では
ないかと思う。

秋元：栗原先生からはベンチャーキャピタルとしてのお
話をお伺いしました。先生はお立場上、投資の成功確
率を上げないといけない訳ですから、不確実な要素や
経営リスクを排除して、市場性のある領域を選択しなけ
ればいけないのは良く判ります。一方、リスクを排除し、
市場性のあるものに投資するとなると、競合他社との競
争がより厳しいものになる、或いは、競合他社と相乗り
することになるのではないかと考えますが、このあたりの
バランスはどの様に評価なされて投資を実行されてい
るのでしょうか？

栗原：米国だと非常に資金力が大きいので、競合が激
しいところであっても、そこに集中的に資金を投入して
突破して行くことができる。一方で日本は、残念ながら
スタートアップが資金のない中で戦わなければならな
いので何らかの工夫が必要で、そうでないと我々VCと
してもそこに一緒に投資をすることができない。では何
ができるかというと、やはり一つはリスクを下げていくと
いうところ。例えば疾患選定で、開発の確度が高いよう
な希少疾患を狙っていくというのはベンチャーの常套
手段になる。希少疾患というのは、昔であれば市場が
小さいということがネックになったが解決されてきて、高
い薬価がついてきちんとペイできるような環境になって
きた。あとは今、製薬会社から人材がベンチャーにどん
どん流入して、ノウハウや経験をお持ちの方が来ている
ので、そういった方々のノウハウ・知見というのを取り込
んでインハウスで開発を進めていくことで、比較的高い
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クオリティで高い開発能力を持って臨めるということも利
点。あとは資金力が少ない中でやっていかなければな
らないので、やはりその資金の作り方も工夫が必要。
今、コアな開発のところに製薬会社の方々を採用する
ことを挙げましたが、外部の支援をして頂くような方々
は、ベンチャー周りの支援の方々でもかなり厚くなって
いる。そうした方々の力を借りて必要な部分は会社の
中に持ち、社外にお願いしても大丈夫な部分は優秀な
支援をされている方々にお願いをしてアドバイスを頂き
ながら進めていく工夫があれば、ベンチャーであっても
競争の激しい中でもやっていけるのではないかと思っ
ています。

秋元：今、栗原先生のお話の中でこういう人材がいると
言うことがありましたけれども、まさに皆さん共通の課題
としてお聞きしたいことが一つございます。皆様方が
色々な課題に取り組んでいく場合、人材をどうするかと
いうことについてあまりお話を伺ってないかと思います。
箱（受け皿）とかシステムとか金（予算）を作っても最終
的には人材がいなければどうしようもない。米国の本当
に強いところは、世界中から人材が集まってきて、そこ
でメルティングポットになって切磋琢磨しながらやって
いるから、あらゆる分野で強い米国というものができて
いると思う。日本の場合には知財人材ということで小泉
首相が2002年に知的財産推進計画を作って以来、何
時も言われているのですが、まだまだ人材を育成し続
けなければいけないということと、それ以上にそうし育成
された本当に優秀な人材が日本に留まってくれる、日
本で確保できるようなシステムを作らなければいけない
と思っております。優れた人材を育成できても、外国や
国際企業に行ってしまって日本の役に立たないのであ
れば、何のために育成したのか分からないということに
なる。それよりもむしろ、世界各国から、特にアジアから
優秀な人材が集まってくるような日本の社会システムと
いうものを作らなければいけないということで、人材確
保ということが非常に大切だと思います。今日のお話の
中で、それぞれの皆様方の課題に相対する上で、人材
の確保をどういうふうにやっておられるのかということに
ついて、それぞれのお立場からご意見をお伺いしたい
と思います。
今度は逆の順で、栗原さんの方からお聞きしたいの

ですが、経営人材、特にバイオベンチャーではなかな
か経営人材がいないということをよく聞きますが、こうい
うところの人材確保というのはどういう風にやっておられ
るでしょうか？ 

栗原：我々が確保するという意味では、ネットワーキン
グというところで日々、色々な方に話を聞いて、適材適
所でそれを活用していくというところ。ひとつ言えること
は、今ベンチャーの経営者になることはリスクではない
ということ。以前と違って、一回失敗したからそこで終わ
りかというとそうではない。ベンチャーをやる場合、皆さ
ん本当に同じ所でつまずくものです。その一回失敗し
た方っていうのはもう二度と同じ失敗はしないだろうとい

うこと。我々も一回失敗した方を採用するのは大歓迎で、
再チャレンジをお願いしている状況。一回失敗したこと
はもうリスクではないと常々申しております。そうした中
で一度失敗したがもう一回チャレンジをしたいということ
で来て頂けることもあります。一方、チャレンジ経験のな
い方に、失敗したときに何が起こるかということをきちん
と説明した上で「やってみたらどうか」というようなことを
申している。経営人材としてどのような方が良いかという
点ですが、バイオの例で申し上げますと必ずしも研究
内容が詳しくわからなくても良いと思っている。例えば
研究であれ知財であれリーガルであれ、そうしたところ
は専門の社員が見て、それをまとめられる方であれば
社長という仕事はできると思っていますので、技術に精
通しているかいないかは関係なく、多くの方に門戸は
開いていると思います。

秋元：そうしますと栗原先生の場合には、一度失敗した
人であっても本当に経営人材で的確な人であるという
事がおわかりになればお願いしている訳ですね。それ
では逆に、先生の方でベンチャー企業があった場合、
或いは大学ベンチャーの場合、この人が経営している
から出資しようとかしないとか、そういうような判断もある
のでしょうか？要するに経営人材を見た上での出資の
判断ですね。

栗原：もちろん会社のかじ取りをする方なので、投資判
断をする時には必ず社長とはリアルにお会いして、話し
ていく中で方向性が合えば投資するという判断をする。
まさしく二人三脚でVCとベンチャーが歩んでいくという
のがスタートアップの世界なので、しっかりと目線が合う
ような方が良いと思う。

秋元：次に堀野さん、ご自身がやっておられるプロジェ
クトなどで、人材をどのように確保されているか、或いい
は全体としてどういうふうに考えておられるでしょうか。

堀野：永く一つの組織にだけ在籍するよりも色々な組
織にいる方がやはり適合力等が高い。また、海外経験
は適合力を醸成する。例えば、海外に留学している日
本の学生を活用する手がある。私の学生時代、日本企
業はアメリカに留学した優秀な卒業生を採用してこな
かった。帰国時期などに難点があった。当時とは状況
は変わりつつあるが、今海外の大学や企業に在住して
いる日本人を積極的に受けいれることはどうか。彼らは
優秀だが日本にパスがない。大企業にしてもスタート
アップにしても、弁護士、弁理士も同様。システムや環
境が違うことで、日本では少々受け入れ難いが優秀な
人材が多いので、そうした人材を逆輸入すべきと考え
ている。

秋元：堀野先生は幅広いネットワークをお持ちでござい
ますので、人材を集めることにはあまりご苦労なされて
いないかと思います。
渡辺先生、アカデミアの場合、特にライフサイエンスの
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場合には、知財の人材が非常に少ないように思うので
すけれども、この課題についてそれはどういうふうにお
考えですか？

渡辺：一時期、ポスドク経験をされた方が知財もやって
みようかということで知財側に流入してきたことが結構あ
りましたが、20年ぐらい前と比べると最近は知財人材育
成という国の取組みが若干下火になっているような気
がする。大学の先生方から知財の相談を受ける時、や
はり未だに知財のことをほとんどご存じない先生が多い。
学会で発表してしまうと新規性がなくなりますよとか、そ
ういうところから説明しないといけないことがまだ多々あ
り、本当に多大な損失だと思う。アカデミアの先生方は
知財マインドがなく知財的戦略を持って研究や特許の
資産化を進めるという概念が充分でないというのが現
状。基礎的な部分をインプットできれば日本のアカデミ
アの知財全体の底上げにもつながるのではないかと思
う。根底には日本の教育過程、特に大学で知財を一通
り、「新規性・進歩性」をしっかり学ぶ機会がないことが
あると思う。知財の人材育成という意味では、大学の教
育課程に含めて頂いて、そこで興味を持った方で若い
人材が知財のこともやってみようかなと思ってもらえるよ
うな環境ができてくるとありがたいと思う。

秋元：鷲崎先生、INPITとして人材育成とか人材確保に
ついてどう考えておられますか。INPITさんの場合もバ
イオ関連は非常に少ないと聞いておりますが、その辺
についてお話して頂けませんでしょうか。

鷲崎：人材育成は非常に大事で、INPITも三本柱の一
つに掲げています。一つ目が情報提供、二つ目が中
小企業・大学などを中心とする知財支援、そして三つ
目が知財人材の育成です。知財人材育成は、座学で
広く知財について知って頂くことも大事ですが、中小企
業や大学研究者が本当に困っていることは教科書を調
べれば分かることばかりではなく、ビジネス上のリスクや、
直面する課題に対してどういうソリューションが考えられ
るのかという、身に迫った実務上の課題が多い印象で
す。我々は、知財支援という形で専門家人材を手配し
て現地訪問する支援を行っていますが、本当に有り難
がられるのは、通り一辺倒の話ではなく、「その知財を
どういう風に今困っているビジネスに活かしていくか」と
いう、秋元先生が仰ったように知財経営に近い話です。
そういう点を支援すると顧客満足度が高い印象です。
一方で、そうした支援ができる人材を集めるのはINPIT
でも苦労しています。実際にビジネスを経験した方でな
ければ、自身の経験に基づいた話や支援もできないの
ですが、往々にしてそうした方は人材マーケットになか
なか出てこない状況です。昨今は大手企業知財部など
を退職された方がセカンドキャリアとしてINPITを選んで
くださり、ご協力頂いているケースが多いです。一方、
40代や30代の働き盛りで知財をバリバリやっている方
に、支援人材としてのキャリアパスを選んで頂けるかと
いうとなかなか難しいです。更に、教育という観点は

秋元先生の仰る通り、支援人材の確保と同じぐらいに
重要です。支援人材も採用時点がスキルの最高地点
ではなくて、どう弱みを減らし強みを伸ばしていくかとい
う観点から、もし良い人材が世の中にいないのであれ
ば、一定程度の人材を確保した上で教育して伸ばして
いくことになります。人材を育成するとか確保しようと
思った場合にどういう社会システムがあれば上手くいく
か、ポジションが安定的に提供されていることか、ある
いは報酬なのか。そうした問題も含めて何が必要なの
かの整理は重要だと思います。INPITでは、昨今人材
プールのような形で専門家をリスト化していて、企業か
らの相談内容に応じて適切な専門家を配置できるよう
な仕組みも整えていますが、課題としては、地方の企
業に対して東京の人材ばかりを専門家として派遣し続
けて良いのかという点です。大都市圏は人材が多いで
すが、特にバイオやライフ創薬系で地方にすごく良い
人材がたくさんいるかというと、そうでないエリアもありま
す。分野によっては人材層が薄い状況が生じていて足
りない部分は育てていく必要があり、INPITも人材育成
面で使命を負っていますので担っていかなければなら
ない部分だと思っています。あとは育てても、先ほど出
たように海外に行ってしまう・企業に籠ってしまう・アカ
デミアとして生きていますだけでは、やはり流動性が高
まらないので、処遇なりエコシステム全体の設計の中で
見直して行くことなのだろうと思います。

秋元：逆に海外に出て行くというよりも海外から日本に
優秀な人が入ってくるシステムを作るにはどうしたら良
いのでしょうか。米国が強いのは正にそこですよね。

鷲崎：スタンフォードに一年間いた時に感じた事は、国
籍の多様性の影響でした。スタートアップを創業するに
しても、米国籍とイスラエル国籍の2人で共同創業する
となると、初めから米国＋イスラエルといった双方の
マーケットを見て事業を始めるようなケースがあります。
共同創業者の国籍が違えば見ているマーケットも全然
違ってきます。日本のスタートアップで考えてみると、や
はり国内市場を中心に見て創業して、成長してから海
外に出ていくというのがマインドセットとしてやはり一般
的かと感じます。もちろん例外もありますが。どちらのス
タートアップに成長性が感じられるかと言うとやはり前
者です。そういう意味では、日本でも創業時に国籍の
多様性が少しでもあれば成長期待度がある程度高まる
と思う一方で、言語の問題や（気心の知れた）日本人同
士で仲良くしたいという風潮もあるので、どうすれば良
いかという点をぜひ他の先生方からご意見を頂けると
嬉しいです。

秋元：4人の先生方にそれぞれのお立場から人材の育
成、或いは確保ということをお話し頂きました。
さて、最初に私の方からそれぞれ皆様方のご講演に

ついて質問させて頂きましたが、最後に先生方の方か
らお互いのご発表などについて、何かご質問やコメント
などというものがございませんでしょうか？
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栗原：皆様から課題のところを中心にお話を頂いてい
たかと思うが、逆に上手くいったケースやこんな事例が
あったというものを教えて頂けると有難い。

渡辺：私はINPITさんの委託事業で知財戦略デザイ
ナーをやらせて頂いており、まだ成功例というほどのも
のではないが、その活動で理想としているのは、大学
のシーズを発掘してしっかり知財を固めた上でどこかに
つなぐこと。今だとやはりスタートアップにつなぐという
のが国の政策とも合致する流れだと思っている。栗原
先生の著作の中で「カンパニークリエイション」という手
法について結構詳しく書かれていて、大学でしっかり知
財を固めて先生にやる気があればすぐにスタートアッ
プを作れるような環境が整ってきているように思ってい
る。是非そうしたことにチャレンジして行きたいと思って
いる。そちらについては栗原先生から最近の状況につ
いてお聞かせ頂きたい。

栗原：先ほどの人材ダイバーシティという観点で言えば、
バイオというのは世界共通であまりカルチャーが関係な
い世界だと思う。IT等と違ってプロダクトに対し言語が
重要になる世界ではなく、ダイバーシティを一番取り入
れられる産業ではないかと思う。日本から海外に行って
海外で開発するケースはすごく多く、逆のケースはあま
りない。我々としてもそこを何とかしたいと思っていて、
海外のイベント等にも出て、現地で活躍している日本
人や現地の方を日本に呼ぶというようなこともしている。
ベンチャーでいうと海外でよい研究をしている方に日
本で起業してもらうという事例もあった。あるいはそうし
た方をアドバイザーに起用したり、ベンチャーに入って
頂いて、そこでアドバイスだけじゃなくてネットワークを
広げていくというようなケースもあった。あとは、米国の
VCも日本のベンチャーを見てくれるようになってきてい
るのを日々感じる。優れたシーズであれば国籍関係な
く見ますよというのが海外の方々のスタンスなので、
我々も良い研究シーズがあれば投資をして欲しいとい
うことを先方にも伝える中で、少しずつ米国のVCも日
本のシーズに投資をしてくれる機会が増えてきた。そこ
で一つ気になるのは語学力かもしれないが、語学がダ
メでもプレゼン能力と言うかアピールする能力は必要。
これは必ずしも社長や研究者自身でなくても良いが、
プレゼン能力の高い人材が一人でも会社にいれば、コ
ミュニケーションが飛躍的に発達すると思っている。鷲
崎先生から何かコメントございますか？

鷲崎：堀野先生が「逆輸入」というキーワードを出されて
いましたが、海外の給与水準と日本の水準が全然マッ
チしない点が課題と考えています。堀野先生の方でそ
のあたりを突破できそうな事例とか経験がお有りでした
ら教えていただけますでしょうか。

堀野：例えば、私が米国留学時代は、通常ルートでは
日本の企業等には就職できなかったためボストンの
キャリアフォーラムに参加して、留学生を採用したい企
業とマッチングしていた。また、大手の日系製薬メー

カーは外国から優秀な研究者を集める取り組みをして
いる。そうした場合、やはり給与水準は日本の社員と違
うのか。トヨタなどもシリコンバレーから招聘したりして、
そうした辺りの企業は結構動きがある。そのあたり秋元
先生にご意見を伺いたい。

秋元：私は米国に行ってから武田に入ったのですが、
当時はそうした特別な制度がなくて、戻ってきたら日本
の給与水準になってしまいました。帰国したので給料
は下がるわ、物価は高いわという感じだったです。現在、
武田は社長が外国人で、リサーチのヘッド（トップ）も外
国人ですが、日本に来てもらうには給料水準を余程高
くしなくてはならない。だから武田の外国人社員の給与
は、同レベルの日本人の２～３倍高いということになる。
武田が海外企業をM＆Aした場合に一番大事なのはや
はり人材であり、そこの第一レイヤーの人材については
五年間、今までの給料＋リテンションボーナスを特別に
出して、その五年間のうちに彼等が持つ技術、ノウハウ
などを武田から派遣した人間にトランスファーしてもらう。
その後で残りたければ残ってもいいよということで、単
に箱モノを買うのではなく、技術やノウハウ含めて移転
してもらうことが重要です。私が知財をやっていた時も
アメリカの弁護士をインハウスで雇ったら、給料はアメリ
カのほうが高い訳ですから、20年以上前の日本におい
ては、当時、日本企業でその給料を払うと役員の給料
を越えてしまうことになりました。それでは困るということ
で越えないようにしながら、ハウジングとかのベネフィッ
トを別枠で払うという形で外国人の弁護士を雇いました。
企業も国際的になってくると国際水準の報酬を支払うこ
とになるので、優秀な人材を日本に逆輸入するとなっ
た場合には、その給与のシステムというのは鷲崎先生
が仰ったように大きな壁になる。例えば某国立大学の
学長よりも高給の教授の例も出てきており、給料報酬を
変えていかざるを得ないのではないかと思います。製
薬業界・産業界以外では、スポーツであれエンタメであ
れその分野相応の国際水準で報酬を払って優秀な人
材や監督を雇っている訳ですから、産業界だけが違う
という訳はなくて、産業界もやはりだんだんそうなってい
くと思います。そうすれば世界に通用する人材、即実践
的な人材を日本として確保して行くということになるので
はないかと思いますし、今、その様に変わりつつある時
代に入ってきていると思います。長々と独断と私見を開
陳致しましたが、お約束の時間になってしまいました。
これでパネルディスカッションを終えますが、今回のＩＰ
ＳＮ講演会では、本当に有益な議論、色々なコメントな
どを頂きましてありがとうございました。最後に、私、個
人の考えですが、やはり何をやるにしてもモノとかお金
ではなくて人材ということが大切であり、日本として人材
を如何に確保していくかと、如何に適切な社会システ
ムを構築するかと言うことを、今後、真剣に検討してい
かなければいけないのではないかということをもちまし
て、このパネルディスカッションを終わらせて頂きます。

どうもありがとうございました。
以上
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  ９月２６日 第５５回会員向けゼロ次情報提供

１０月３１日 第２８回IPSN Web講演会開催

ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ

■主な活動報告（２０２３年９月～２０２３年１１月）

１２月下旬 第５６回会員向けゼロ次情報提供

■主な活動予定（２０２３年１２月～２０２４年２月）

編集後記

第28回IPSN講演会に沢山の方々のお申込みを頂きありがとうございました。今回は初の試みとして、
Webでのパネルディスカッションを行いました。ご登壇者の先生から、有益なお話を伺え皆様方のお役
に立ったのではないかと考えております。
先日、酉の市に行き、皆様方のご健勝、ご活躍と弊社の発展をお祈りして参りました。

だいぶ早いですが、今年もお世話になりありがとうございました。来年も皆様方にとって良い一年になり
ますように心よりお祈り申し上げます。（横山）

■寄稿のお願い

ＩＰＳＮでは、皆様から産官学連携推進、先端技術分野の知財を巡る問題や課題について幅広い

ご意見、論文をお寄せ頂き、かかる問題を考える場として本ニュースの紙面を活用しています。

ご意見、論文がございましたら弊社までお寄せください。
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